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――標本設計と回収状況――
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要旨：筆者らの研究グループが２０１１年夏におこなった「結婚と子育て支援にかんする東京都民調査」の標本設
計と回収状況を報告する。母集団は東京都の２３区と２６市に住む２５歳～５４歳の日本人男女個人である。標本設計
は層化二段無作為抽出法である。まず４９の区市を層とし、それぞれから独立に確率比例抽出した１０個ずつの投
票区を第一次抽出単位とし、それぞれから５人ずつの個人を等間隔抽出した。４９の層から５０人ずつなので計画
標本サイズは２，４５０である。抽出台帳の不備によって母集団に含まれないことが事後的に判明した３８ケースを
除いた有効標本サイズ２，４１２に対し、最終的な有効回収数は１，２３０で、有効回収率は５１．０％であった。居住地域
や属性別に比較すると、区部よりも市部、男性よりも女性、若年層よりも中年層で、それぞれ回収率が高かっ
た。回収できたかどうかを従属変数とした二項ロジスティック分析において、これらの変数間には有意な交互
作用は存在しないことが確認された。
キーワード：層化二段無作為抽出法、有効回収率、属性別回収状況
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最初に調査の概要を箇条書きで紹介する。詳細は２節
以降で詳しく述べる。
（１）調査名
結婚と子育て支援にかんする東京都民調査。
（２）調査実施者、調査実施責任者
実施者：少子社会における子育て支援政策研究会。
実施責任者：金井雅之（専修大学人間科学部教授）。
（３）調査方法と調査期間
郵送調査を、２０１１年９月１４日水曜日（調査票発送）～
１０月３１日（最後の調査票到着）におこなった。返送期限
は９月２６日月曜日。督促状を１回送付した。
（４）母集団
東京都の２３区および２６市に在住する、２０１１年１２月３１日
時点で満２５～５４歳の日本人男女個人（１９５７年１月１日～
１９８６年１２月３１日生まれ）。
（５）計画標本
各区市から５０人ずつ、計２，４５０人。予備標本は使用し
なかった。
（６）抽出方法
層化二段無作為抽出法。区市を層とし、各区市から１０
の地点（投票区または町丁）を人口比例させて等間隔抽
出し、各地点から５人ずつの個人を選挙人名簿抄本また
は住民基本台帳の一部の写しから等間隔抽出した。各層
（区市）からの抽出数は層の人口に比例したものではな
く、固定されている（５０人ずつ）ことに注意。
（７）有効回収数、有効回収率
１，２３０人。５１．０％。
（８）謝礼
５００円図書カードを調査票に同封して先渡しとした。
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少子化が進行するなかで、安心して子育てができる地
域づくりを目指すことは自治体の重要な政策課題になっ
ている（浅井２００４、郷地２００４、相馬２００５、細野２０１０、鎌
田２０１０）。しかしながら、各自治体の財政状況や直面す
る政策課題の優先順位はまちまちであるため、居住する
受稿日２０１１年１１月１２日 受理日２０１１年１２月１６日
１ 専修大学人間科学部社会学科（Department of Sociology，Senshu
University）
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自治体によって行政的支援の手厚さが異なり、子育て機
会の地域格差が生じることが懸念されている（大谷ほか
２００５、矢吹ほか２００８）。一方で、子育て支援において
は、家族・親族や近隣社会といった伝統的な中間集団、
および NPOやボランティアのような新しい市民活動の
力もまた重要とされている（岩間２００４、松田ほか
２００９）。
そこでこの調査では、全国でもっとも合計特殊出生率
が低い東京都（２０１０年で１．１２）において自治体ごとの住
民比較調査をおこなうことにより、都市社会の子育て支
援における行政と市民社会の役割を検証し、居住する地
域に由来する機会格差を少しでも和らげるための望まし
い政策や行政と市民社会との協働のあり方を検討する。
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（１）層の設定
今回の調査の主目的は、居住する自治体の政策が子育
て機会や意識に与える影響を比較することである。その
ため、４９の区市自体を層に設定し、各層から同数の個人
（５０人ずつ）を二段無作為抽出した。母集団全体につい
ての推定をおこなう場合には、各層の人口に応じた抽出
ウェイトを用いることになる。
（２）地点の抽出
投票区（足立区のみは選挙人名簿抄本の閲覧が許可さ
れなかったため町丁）を単位とした。各層（区市）内で
１０個ずつの地点を、２０１１年６月２日の選挙人名簿抄本定
時登録時の有権者数（足立区は２０１１年６月１日時点の住
民数）に確率比例させて等間隔抽出した。
（３）個人の抽出
各区市の選挙管理委員会にて選挙人名簿抄本（足立区
は戸籍住民課住民記録係にて住民基本台帳の一部の写
し）を閲覧し、計画標本２，４５０人を抽出した。各地点か
ら５人ずつを等間隔抽出した。対象者の居住地の地理的
分散をなるべく大きくするため抽出間隔は１００人とし、
地点の等間隔抽出時に抽出根拠となった区市内での個人
の一連番号を、その地点での抽出開始番号とした。抽出
候補者が対象年齢外にあたる場合は、さらに１００人後の
個人をつぎの抽出候補者とした。名簿の末尾に達しても
５人の対象者が得られない場合は、抽出間隔を維持した
まま名簿の先頭に戻って抽出を続けた。これらの手順
は、具体的な抽出人数や抽出間隔は異なるものの、基本
的に「２００５年社会階層と社会移動調査」（２００５年 SSM調
査）の方法に準拠している（前田２００８）。
サンプリングの申請手続きは、調査実施責任者が各区
市の選挙管理委員会または戸籍住民課宛てに、郵送や
FAXでおこなった。公職選挙法または住民基本台帳法
に基づいて各区市の選挙管理委員会等が定める所定の書
式にしたがって、実施責任者個人もしくは専修大学人間
科学部長や専修大学長を申請者とした。
サンプリング作業は、調査実施責任者を含む「少子社
会における子育て支援政策研究会」メンバーの大学教員
や大学院生らの他に、専修大学大学院文学研究科社会学
専攻の大学院生や、専修大学人間科学部社会学科の学部
学生の協力も得て、２０１１年８月２日～９月１２日におこな
った。
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（１）郵送調査
調査票、返信用封筒（角２）、謝礼の図書カードを同
封して、角２封筒にて発送した。送信用封筒は料金別
納、返信用封筒は料金受取人払とした。
回収は、本人確認等の標本管理上の理由と、督促状や
報告書の送付の効率化のために、非匿名とした。調査票
表紙の右上に対象者の一連番号をナンバリングし、対象
者には調査票冒頭の説明でその旨と理由を明示した。調
査票本体や返信用封筒に氏名や住所を記入する欄は設け
なかった。
当初返送期限だった９月２６日（月）の後、調査拒否等
を除く未返送者に対して、９月２９日（木）と３０日（金）
の２回に分けて、督促状（官製はがき）を１回送付し
た。
なお、事前の告知はおこなわなかった。
（２）問い合わせ
９月１５日から１０月３０日にかけて、電話（留守録を含
む）や電子メールで計１４件の問い合わせがあった。内訳
は、病気や転出等で回答できない旨の連絡が４件、返送
期限等の問い合わせが３件、設問への記入の仕方にかか
わる問い合わせが２件、拒否や苦情が５件であった。
（３）データ入力
株式会社スリープラスに外注した。この業者はプライ
バシーマークを取得している。
（４）データクリーニング
単一回答の設問で複数個の○がついているケース（延
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べ１８件）は、欠損値扱いにした。調査票の落丁により２
ページ分の回答が欠落している２件は、無効票とはせず
に、欠落している設問のみを欠損値扱いにした。対象者
IDをもとにサンプリング時の属性情報と照合した結
果、生年を昭和で記入する設問に実年齢を誤記入したと
思われる５件は、正しい生年に修正した。
これらの後、アフターコーディングとロジカルチェッ
クをおこなった。
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（１）時系列での回収状況
最終的に有効票と判定した調査票の受取日別回収状況
を図１に示す。前述のように当初返送期限は９月２６日、
督促状を発送したのは９月２９日、３０日であった。
（２）有効回収数と欠票の内訳
今回の調査で最終的に有効と判定された調査票は、４９
区市全体で１，２３０票であった。
これ以外の票の欠票理由は表１のとおりである。
「本人以外」（１４票）は対象者以外の人物が回答したと
思われる回収票で、サンプリング時の情報と年齢や性別
が異なるものが１３票、調査票の自由記入欄に配偶者が回
答した旨記載してあったものが１票あった。「拒否」（３５
票）は、送信用封筒が未開封のまま受け取り拒否として
返送されてきたり、無記入の調査票が（多くの場合協力
できない旨のメモや謝礼の図書カードが同封された状態
で）返信されてきたものである。「病気」（４票）や「長
期不在」（２票）は、家人からの電話連絡や返信用封筒
でのメモなどの送付によって該当者が特定できたもので
ある。これらは、「抽出台帳の不備」による欠票ではな
いため、２００５年 SSM調査に準じて有効抽出票として扱
うことにする（三隅・三輪２００８）。
これに対して、抽出台帳の不備に相当する欠票とし
て、以下の３種類が存在した。「住所不明」（３１票）は調
査票または督促状が宛先不明として返送されてきたもの
である。「転出」（６票）は抽出基準日（２０１１年６月２
日）以前に対象区市外に転出していたことが、自由回答
欄の記述などによって判明したものである。「抽出ミス」
（１票）はサンプリング時に連続する２人の対象者で同
じ住所を転記してきてしまったものである。
以上より、今回の調査における有効標本サイズは２，４１２
票なので、有効回収率は５１．０％となった。
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（１）区市別の有効回収率と母集団人口
区市ごとの有効回収率と母集団人口は表２のとおりで
ある。母集団人口とは対象区市の満２５歳～５４歳の住民数
であり、「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世
帯数（平成２３年３月３１日現在）」（総務省自治行政局住民
制度課２０１１）から計算した。
有効回収率が高かったのは調布市（７４％）、清瀬市
（６９％）、福生市（６２％）などである。ぎゃくに低かった
のは豊島区（３６％）、葛飾区・江戸川区・西東京市
（３８％）などである。区部全体での回収率は４８．１％で、
市部全体の５３．７％よりも低くなっている。
参考までに、区市別の有効回収率を色分けして示す
（図２）。
（２）性別・年齢別の有効回収数と有効回収率
性別および年齢別（５歳刻み）での有効回収数および
有効回収率は、表３および図３のとおりである。
表１ 欠票理由の内訳（全体）
区分 状況 票数 有効標本比（％） 計画標本比（％）
有効 有効 １，２３０ ５１．０ ５０．２
無効 本人以外 １４ ０．６ ０．６
未返送 １，１２７ ４６．７ ４６．０
拒否 ３５ １．５ １．４
病気 ４ ０．２ ０．２
長期不在 ２ ０．１ ０．１
有効標本計 ２，４１２ １００．０ ９８．４
標本外 住所不明 ３１ １．３
転出 ６ ０．２
抽出ミス １ ０．０
計画標本計 ２，４５０ １００．０
図１ 受取日別累積回収票数（有効票のみ）
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表２ 区市別の有効回収率と母集団人口
区市名 有効回収率 母集団人口 区市名 有効回収率 母集団人口
千代田区 ５２％ ２３，４１７ 八王子市 ４７％ ２２１，８１８
中央区 ５３％ ６５，４１７ 立川市 ５６％ ７５，５３３
港区 ５８％ １０８，２１２ 武蔵野市 ４８％ ６４，２１６
新宿区 ４４％ １３９，５２４ 三鷹市 ４９％ ８１，６４２
文京区 ４０％ ９２，２２９ 青梅市 ５８％ ５４，０７９
台東区 ４３％ ７５，７５０ 府中市 ４４％ １１１，２７８
墨田区 ４９％ １０９，００９ 昭島市 ４９％ ４６，５３４
江東区 ５２％ ２０９，８１９ 調布市 ７４％ １００，９２７
品川区 ５１％ １７１，６８１ 町田市 ４７％ １７２，５７０
目黒区 ５４％ １２９，２４０ 小金井市 ５６％ ５１，５０２
大田区 ５７％ ３０５，０２２ 小平市 ５０％ ７６，４１８
世田谷区 ５８％ ４１１，７７８ 日野市 ５４％ ７３，８１３
渋谷区 ４５％ １０３，８７３ 東村山市 ５２％ ６２，４０４
中野区 ４９％ １４９，３７７ 国分寺市 ５８％ ５２，２９１
杉並区 ４７％ ２５８，８０７ 国立市 ５３％ ３２，２８８
豊島区 ３６％ １２０，１８０ 福生市 ６２％ ２４，０５１
北区 ４６％ １３５，６０４ 狛江市 ５９％ ３３，７９５
荒川区 ５３％ ８２，２４３ 東大和市 ５８％ ３４，０５０
板橋区 ４５％ ２３１，４９１ 清瀬市 ６９％ ２８，７８４
練馬区 ４９％ ３１６，８４７ 東久留米市 ５８％ ４５，６８２
足立区 ４７％ ２７２，７２４ 武蔵村山市 ５０％ ２７，９９３
葛飾区 ３８％ １８５，６５１ 多摩市 ５３％ ５９，７３０
江戸川区 ３８％ ２９５，０５０ 稲城市 ４４％ ３７，５５５
羽村市 ６０％ ２３，０１１
あきる野市 ４８％ ３０，７０８
西東京市 ３８％ ８４，５５８
区部計 ４８．１％ ３，９９２，９４５ 市部計 ５３．７％ １，７０７，２３０
図２ 区市別有効回収率
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年齢が上がるにつれて回収率が高くなると同時に、す
べての年齢層において女性が男性よりも回収率が高くな
っている。
（３）回収の成否に影響を与える要因の分析
最後に念のため、居住する区市、性別、年齢の３つの
要因が回収の成否にどのように影響を与えるかを、二項
ロジスティック分析によって確認する（表４）。
３つの要因は記述統計どおりの影響を回収の成否に与
えている。これらの要因間の２次の交互作用を考慮した
モデルではいずれの交互作用も有意でなかったことか
ら、これら３つの要因は回収の成否に独立に影響してい
ると結論づけることができる。

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図３ 性別・年齢別有効回収率
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